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公益財団法人　日本生命財団　　　　　　　　　 ２０１６年　5月 28　日
理 事 長　　殿
	団体名

代表者名
	仮認定特定非営利活動法人　つどい
川村　美津子　　印
	


· 必ず代表者の印鑑を押印下さい

２０１６年度高齢社会 地域福祉チャレンジ活動助成申請書
下記内容のとおり募集要項を確認のうえ貴財団の地域福祉チャレンジ活動助成を申請致します。
1．助成申請者

	(ふりがな)

1 団体名
	（かりにんていとくていひえいりかつどうほうじんつどい）
仮認定特定非営利活動法人つどい
	設立年月

	
	
	　２０１１年　１月

	②法人格
（該当に○）
	有　社会福祉法人・ＮＰＯ法人・社団法人・財団法人・その他（　　　　　　　　）
無

	(ふりがな)

2 所在地
	〒５２６－０８２３（しがけんながはましじょうぎちょう８７４ばんち２）

住所： 滋賀県長浜市常喜町874番地２
電話：(０７４９ )５７－６７７７ＦＡＸ：（０７４９）５７－６７７８
電子メールアドレス:careplan-tudoi@topaz.plala.or.jp

	(ふりがな)

3 代表者名
	（かわむら　みつこ）

役職：　理事長　氏名：川村　美津子　

	(ふりがな)

⑤経理責任者名
	　　　　　　　　　　　　（かわむら　やすゆき）

役職：　副理事長　　氏名：川村　保幸

	⑥職員数
	　　　３３名（施設職員含む）

	⑦収支実績と資産状況

直近２年間の収支状況

（主要項目）

2016年3月末時点の

資産状況
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項　　目

２０１５年度

（’１5年４月～’16年３月）
２０１４年度

（’14年4月～’15年３月）
収　入

受取会費・受取寄付金
受取公的補助金
自主事業・委託事業収入
その他収益
　　　　　  万円

　　　　　　　　６０
　　　　　　　６１９
　　　　　　６７４８
　　　　　　　　３１
万円
６１
６２８
４９１４
３７

　収入合計

　　　　　　７４５８
５６４０
支　出

　　　　　　７８１２
５３８７
　支出合計

　　　　　　７８１２
５３８７
収支差額

　　　　　　Δ３５４
２５３
総資産：２０１６年　３月末時点　　　　　　４４９４万円


＊添付資料：法人格有の場合、定款、役員名簿、直近の決算書、事業報告書を参考資料として１部ご提出下さい。
（注）申請書記載等の個人情報については助成選考時に使用します。また助成決定分については、助成結果の公表時に

使用します。
2.助成テーマ
	テーマ番号
	３


①テーマ番号（募集要項の２ページ参照）

            (テーマが重複する場合は、主となるテーマ番号を記入)
　②助成活動のタイトル（３０字以内厳守）
　　

　　
　　
　　
　　　　
3．助成申請額
　　　　　　　　　　　　　　　　内訳　　第1年度(2016/10～2017/9)　　　 第2年度(2017/10～2018/9)
	４
	０
	０
	万円
	２
	０
	０ 
	万円
	２
	０
	０
	万円


　　　　２年最大４００万　　　　　　　　　　　１年最大２００万　　　　　　１年最大２００万
４．現在実践している活動の状況

5．助成活動計画
①活動地域
	
	①地域名　

　
	滋賀県長浜市西黒田・南郷里地区
	人口：　　　１２千人　


	

	
	②高齢者の状況
	65歳以上～74歳
	75歳以上
	合　　計
	高齢化率
	
	
	
	
	
	

	
	
	前後期別人数不明
	　　３０５８名
	　　２４％
	
	
	
	
	
	

	
	③地域の概況、特性、課題
長浜市は、町村合併により滋賀県内で２番目の大きさとなった県北東部に位置する市である。

その中でも当法人の活動拠点となる西黒田・南郷里地区は市南東部にあり、両地区あわせた高齢化率は２４％であるが、その内情は各自治区によって６％～３５％と非常にバラつきが大きく、子供と高齢者が交じり合う環境に乏しい。高齢者のほとんどが持ち家であること、また冬場の豪雪、自家用車メインの移動手段等の理由により孤立しやすい環境にある。

もともと長浜市は「オコナイ」と呼ばれるこの地独特の豊穣を願う祭りが根強く残る稲作の地であったが、後継者不足により多くの田畑が耕作放棄地になっている。農業の技術を持ち、体力もある高齢者だがその役割を発揮する場がなく孤立化し、体力を失っていく一方で、子供たちは高まる防犯意識から外での遊びを制限され、自然な形での世代間交流が途絶えかけているのが現状である。高齢化が進行する中、地域コミュニティの再生を目指すためには、住民、特に今まで労働力の対象とされてこなかった高齢者等が役割を持てる街づくりが肝要であり、かつ、行政に過剰に依存せずコミュニティを自立し継続させていくために、地域資源の活用が求められている。
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	　　　名
	
	


②助成活動の目的、狙い、目標、意義


③助成活動の内容と展開方法

④活動の運営
(1)運営組織（他の団体・機関、住民組織等により構成されるチーム）　

	　　　　　　　　　　活動運営組織の名称
	つどいサポーター会

	構成員（中心メンバー）の氏名
	所　　属　　機　　関
	役　　職
	年　齢
	

	藤居　昇
大川　千里
橋本　文夫
若林　宏
横田　留里
田中　伝造
松本　茂夫
清水　陽介
小森　
田中　裕子
古川　悦子
細江　正直
	西黒田地域づくり協議会
長浜ママの「はたらく」を考える会
社)ひかり福祉会ひかり園
NPO　　　ITあすな
長浜市役所　健康推進課
田中パイロットファーム
農業法人　どっぽ村
エコワークス（建築業）
滋賀県立長浜農業高校
ごはん大好きにぎにぎの会
長浜市役所　地域包括支援課
長浜市社会福祉協議会　地域支援課
	理事
代表
所長
代表理事
参事
代表・認定農業士
代表・認定農業士
代表
グリーンライフ教諭
代表
参事
係長
	７０
３９
６５
６０
４５
６５
６４
４０
３０
３５
５０
３５
	

	活動参加者（活動の担い手）の内訳

（構成員含む）
	行　政
	施　設
	社　協
	　ＮＰＯ
	民生委員
	ボラン
ティア
	その他
	合　計

	
	　５名
	　　３名
	　　２名
	　１０名
	　　５名
	　１５名
	　１５名
	　　５５名


(2)運営方法

⑤助成活動の地域包括ケアシステムづくりへの波及および地域包括ケアシステムへの
　発展の可能性
　　
⑥２年間の活動スケジュール
	
	  時　期
	  　　活　動　内　容
	　　　　説　　　　明　　　　欄
	

	
	(第１年度)


	・運営委員会　初回
　（つどいサポーター会）
　　　　　　　二回目以降

　　　　　　
　各担当者会議
　　　　　初年度成果報告
検討会

・農作業とそれに伴う準備　　　
先進事例研修
　　　　　　　　　　収穫祭

収穫・植え付け

味噌加工作業

・その他
	・活動開始の前に、それぞれの社会的弱者の立場から想像される注意点を各担当から、現状で栽培が決まっている作物のノウハウを農業従事者から提示、共有する。
原則農場での作業になるが、立場（小さな子供がいる、身体機能の都合など）に応じた作業についても検討。
・作業を通じて出てきた課題を共有する。作業の難易度、収穫・作業の成果や報酬額との整合性を確認、次年度作物へ反映させる。また参加した社会的弱者の変化等にも注意する。今後続く、発送や事務の作業についても社会的弱者に割り振りができないかも併せて検討。

　都度開催

・活動成果（稼働人数・支払い報酬総額・活動に関わる収益予想額など）報告。参加した社会的弱者との成果の共有方法について話し合う。
・耕作放棄地整備

・作業日誌、栽培や収穫の手引きを作成。
認知機能、コミュニケーション能力等、それぞれの課題に合わせ作成する。

・活動の周知。フェイスブックなどのＳＮＳ、各担当者から社会的弱者への伝達。
・若年性認知症の働き場である社会福祉法人グロー見学

・実際の収穫作業（報酬を伴う）の前に、さつまいもや夏野菜の収穫に合わせ、近隣の幼稚園児や障がい者、高齢者などをメインに収穫イベントを行う。作業の体験を通じた場慣れ、相互コミュニケーションが目的。
・作業量に応じて報酬を支払う。
　現状決まっている作物は、とうがらし、カモミール（ハーブ）、ハス、大豆。
・委託販売・卸先への営業・打ち合わせ
・出荷

・加工品の試作


	


	
	  時　期
	  　　活　動　内　容
	　　　　説　　　　明　　　　欄
	

	
	(第２年度)


	・運営委員会　　第2年度
　　　　　　

各担当者会議
　　　　　　最終成果報告会
　　　　　　　　報告書作成
・農作業とそれに伴う準備

　

収穫祭
収穫・植え付け

味噌加工作業

・その他

	　
　初年度同様、３ヵ月に一度を目安に開催

　今後の事業ノウハウにつなげることを考慮のうえ

　報告書として取りまとめられるよう、意識して成果や情報の収集にあたる。
　初年度同様、都度開催
　のべ稼働人数・活用した耕作放棄地の面積や、経済的効果の把握、社会的弱者の質的変化。
第１年度の活動に関わった社会的弱者の方の中から能力・適性を見て、収穫祭運営サポーター輩出の検討

　作業量に応じて報酬を支払う
農作物の出荷

加工品の生産
加工品を、地元のマルシェ等での周知を兼ねた販売と、委託販売の開始。


	


　　
６.助成金

①２年間の助成申請額の支出計画

	
	期　　間
費　　目
	第１年度
	第２年度
	合　　計
 
	

	
	
	2016年10月～

2017年9月
	2017年10月～

2018年9月
	
	

	
	(1)調査・研修費
(2)会議費
(3)物品費*
(4)活動・運営費
(5)雑経費
 
	　万円

１５
３２
４３
１０９
１
	　万円

１５
３２
 ３８
１１４
１
	　万円

３０
６４
８１
２２３
２
	

	
	合　　計
	２００
	   ２００   
	４００


(注1) 費目は募集要項6ﾍﾟｰｼﾞ「事業助成金費目一覧表」の大項目です。
(注2)２ページ申請額の内訳の「第１年度助成申請額」は第１年度の合計額(万円未満切捨て)と一致します。
(注3)２ページ申請額の内訳の「第２年度助成申請額」は第２年度の合計額(万円未満切捨て)と一致します。
(注4) ２ページ「助成申請額」は合計額(万円未満切捨て)と一致します。
　　　*各年度の助成申請額の40%が上限です。
②第1年度の助成申請額の支出スケジュール（半期ごと）

	
	期　　間
費　　目
	上期
	下期
	合　　計
 
	

	
	
	2016年10月
～2017年3月
	2017年4月
～2017年9月
	
	

	
	(1)調査・研修費

(2)会議費
(3)物品費*
(4)活動・運営費
(5)雑経費

 
	　万円

1０
１６
２３
６０
１
 
	　万円

５
1６
２０
４９
０
 
	　万円　　　　　
１５
３２
４３
1０９
１
 
	

	
	合　　計
	  １１０    
	９０      
	  ２００  


  *助成申請額の40%が上限です。
③第１年度の助成申請額の使途明細（1年分：2016年10月～2017年9月）
	
	費　　目
	金　　　額
	内　訳　・　算　出　根　拠
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	(1)　調査・研修費

　　　①調査作業者謝金
　　　②印刷・複写費
　　　③調査委託費

　　　④会場借用料

　　　⑤講師謝金

　　　⑥調査研修雑費

(2)　会議費
　　　①会場借用料
　　　②委員の報償費
　　　③印刷・複写費
　　　④会議雑費
(3)　物品費
        (上限40%)

　　　①機器・備品費
　　　②機器のリース料

　　　③不動産の賃借料
(4)　活動・運営費
(5)　雑経費

	　万円

0
 1
 5
 3
 6
0

2 

 26
 3
 １
5 
36 
2 

109
1

	（1）
1 なし

2 調査研究のための印刷費1000円×10＝10,000
3 土壌検査県立農業高校・大学委託費50,000
4 西黒田公民館ホール10,000×3＝30,000
5 調理指導会・講師費用（料亭割烹なとり店主坂田悠）10,000×6＝60,000

6 なし

（2）
1 西黒田公民館会議室5,000×4＝20,000

2 運営委員5,500×12×4＝264,000
3 資料のための印刷代など

4 お茶代他
(3)
①屋外用折り畳み椅子、テーブル、ブルーシート50,000
 ②軽トラック2台リース代10,000×12×2＝240,000
 ②トラクターリース代＝10,000×12=120,000
③水利費20,000（長浜市南部土地改良区）
（4）
 ガソリン・軽油代5,000×12＝60,000
消耗品費22,000（文房具等）オペレーター賃金240,000（＠1,200×4H×5D×5M×2人）事務取りまとめ賃金192,000(＠800×2H×10D×12M)手作業賃金576,000（＠800×6H×5D×12M×2人）
（5）書籍代10,000
 
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合　　計
	   ２００   
	

	
	
	
	


(注１) 助成申請団体の役職員については人件費、日当、謝金を支払うことはできません。

(注２) 費目の説明は募集要項6ページ「事業助成金費目一覧表」をご参照下さい。
④他の助成財団などからの助成実績（最近の３ヵ年以内）、他の助成財団などへの同時申請状況
	(1)他の助成財団などからの助成実績（助成団体名、助成テーマ、助成金、助成期間）
農林水産省「農のある暮らしづくり交付金」400万円　平成26年度・320万円　27年度
長浜市「持続できる地産地消推進支援事業」100万円　平成２７年度・100万円　28年度
長浜市「長浜市市民活動団体思念事業補助金」20万円平成26年度・20万円　27年度
滋賀県社会福祉協議会「子ども未来基金助成金」25万円平成26年度・25万円　27年度

滋賀県職員互助会「地域社会活動事業交付金」6万円平成26年度・10万円　平成27年度

滋賀県共同募金会「赤い羽根つかいみちを選べる募金」80万円平成27年度
滋賀県医療推進課「要介護度改善交付金」平成27年度60万円

(2)他の助成財団などへの同時申請の有無（申請先、申請テーマ、申請金、助成期間）

　　　　　　なし


7.アドバイザー制度への同意
　　日本生命財団選考委員をアドバイザーとして、連携することに

                      (    〇  )同意する

　　　　　　　　　　　(       )同意しない　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（該当に○をしてください）
8.第三者からの推薦(活動の運営組織に属さない人からの推薦)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	【推薦理由】
一般に「（技術）革新」と訳されることの多い「イノベーション」という語であるが、原義は「新結合」、しかも「既存の事物や技術の新結合」であって、これに従うならば「イノベーション」とはすなわち「既存の事物や技術が新しく結びつくことによってそれまでにない革新的な事物や技術、あるいは今までになかった状況が出来すること」である。
　仮認定特定非営利法人つどいが今般チャレンジしようとしているのは、その点まさしく介護・福祉と農およびビジネス等の営みそしてそれらに携わる人々によってごく普通の農村コミュニティにイノベーションを巻き起こそうという事業であって、大いに期待できる。
ふつう推薦者としては被推薦者の特異なところや他に比べて特別優れたところをもって推すべきであろうが、つどいの挑戦の眼目は事業の目標そして手段に「もともとあった資源を活かす」という理念が掲げられていることである。
外部からの助成や支援を頼りに「もともとなかったもの」を取り寄せて一回性の大きな「事を起こす」のではなく、そもそも「無事」をコンセプトとして成立し営まれてきた地域コミュニティにある人、モノ、環境、インフラや積み重ねられた経験など数々の、「あたりまえの資源」を元手に、当地の高齢者らがその経験と技能を最も発揮できる農と農地を軸とした自立のためのビジネススキームを確立し、地域に再び「無事」を取り戻すこと、それが地域で「あたりまえ」に持続する仕組みを作ろうとしている。
地域には既に様々な資源がある。また地域には個々の分野にそれぞれの課題があって分野ごとの解決に向けた取り組みはなされてきた。しかしそれらによっても地域が慢性的な疲弊状態から脱し得ないのは、地域コミュニティにおける資源と資源や分野と分野のあいだの「つながりが病んでいる」からである。申請者はそのように問題の本質を見据えたうえで、それこそ集落伝統の「総仕事」として「つながりのリ・デザイン」すなわち「イノベーション」を実現しようとしている。普通の農村コミュニティが目指す「あたりまえ」であるからこそ、その成功はたちまち周囲に伝播するものとなるはずである。よって地域活性化、地方創生に携わる者の立場から、私は今般申請される事業及び申請者をとくに推薦するものである。
なお、被推薦者の事業遂行能力や社会的信用は数々の公的事業の受託等の履歴によって、また遂行メンバーの素質については、団体の代表者らに対する顕彰の履歴によって公にも担保されていることを付言しておく。
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公立大学法人滋賀県立大学地域共生センター助教・滋賀県農村振興アドバイザー　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上田　洋平　　　　　　


住民総出で耕し育てる農場による地域コミュニティ再生事業





当法人は「安心と生きがいのある地域社会の実現」を理念とし、２０１１年に設立。現在は滋賀県長浜市に居宅介護支援事業、空き家や工場跡地を活用した通所介護事業を主な収益源としている。そのほか、市からの委託事業として長期休暇の障害児などの日中一時預かり事業、さらに法人独自の事業として託児事業、「たくろう」と名づけた介護保険非適用の高齢者対象の通所事業。２０１５年度実績はケアプラン作成１３８８件、たくろう利用者５８６名、障害児等一時預かりは３４９名。通所介護事業は６００８名の利用があった。


当法人は設立時から一貫して「高齢者、障害者、大人、子ども、みんなが集える場と地域をつくる」ことを目的とし、法人名を「つどい」として運営してきた。地域の耕作放棄地を借りて農園を作り、障害を持つスタッフやデイサービスの利用者、地域ボランティアスタッフなどで運営、作付けや収穫体験を地域の子どもたちに開放している。昨年度は地元の農業高校の協力のもと、サツマイモ苗を８００本植え、作付～収穫はのべ４５０人が関わった。また同様に収穫できた大豆を使い、子どもや高齢者と一緒に味噌を９００kg仕込んだ。これら収穫できた作物や加工品を、地元のイベントや産直場などで販売している。２０１５年から２年間にわたり農林水産省「農のある暮らしづくり交付金」事業に採択され、畑の整備等に着手。作物の栽培の委託契約を受託し、今後は作物の収益で運営していけるよう道筋をたてている。


通所介護事業所２軒目を立ち上げる際、新規雇用者の「赤ちゃん連れ出勤制度」を法人独自で策定。昨今問題視されている若い母親の孤立防止や労働力の確保、要介護者への良い刺激、介護スタッフと要介護者のコミュニケーションの改善にもなり、当法人の目的に沿った一定の成果につながった。赤ちゃん連れ被雇用者の人数を増やし今後も継続予定。当法人の昨年度介護事業を中心とした事業収益が約６７７９万（前年比１３７％）。今後通所介護事業の定員拡大と共に、農作物の契約栽培による収益の増加も見込んでいる。


２０１２年NHK放送、認知症の人に寄り添う「パーソンセンタードケア」の施設として紹介。


２０１５年　理事長川村　内閣府男女共同参画局女性のチャレンジ賞の特別部門賞。


２０１６年　東京都にて開催された滋賀県主催の「おいしがうれしがマルシェ」出展。



























































目的


高齢者をはじめ、認知症患者や障害者、ひきこもりの若者、育児期の女性など、働く場を持ちにくい人たち（以下、便宜的に社会的弱者と称する）に農業就労を通じた生きがいの場を提供すること


狙い


就労を通じて引きこもりの社会復帰や、要介護度の進行を防止する。多世代がかかわる地域コミュニティの復活。能動的に社会とつながり、介護事業に頼らない高齢者を増やす。


目標


初年度はたくろう事業利用者や地域ボランティア等高齢者、認知症患者で延べ600人（20人×稼働日数30日）障がい者延べ100人（10人×10日）、育児期母延べ100人（10人×10日）、引きこもり延べ50人（5人×10日）、総参加延べ人数８５０名を見込んでいる。


意義


この活動は高齢者が今まで培ってきた農業経験という「もともとあった財産を活かす」活動である。これにより、今まで一方的にケアされる側だけであった高齢者等の社会的弱者が役割を持ち、経済に貢献し、自尊心を持ちながらいきいきと過ごすことができる。多世代が一緒の場所で作業に従事することで地域の文化や記憶の伝承が生まれ、地元への愛情が次の世代に受け継がれる。また農作物を地域で消費することで、生産者は、自分の作ったものが誰かの健康を維持しているという喜び、消費者は自分たちが食べるという行為を通じて地域活性化に一役買っているという喜びをそれぞれ持ち、生産者消費者が支えあう構図ができる。耕作放棄地が畑となり、その畑に人が見られるようになり、人との交流が自然に増え、やがては、この活動によらずとも畑や町に活気が生まれる、その光景を生み出すための第一歩である。



























































内容


耕作放棄地を借り受けて整備し、作付から収穫に至るまでを社会的弱者と呼ばれる方々に短時間から担当してもらう。収穫作物やその加工品を販売して得た収益で報酬を支払う。


展開


すでに、地権者に承諾をえている耕作放棄地について作物が入植できるよう整備を行う。また休耕田についても同様である。当法人のスタッフを含め地域ボランティアから、個人の能力にあわせて、当施設のデイサービス利用の高齢者も参加。


並行して、滋賀県で若年性認知症の就労支援を行ってる社会福祉法人グローへ視察研修を行い、市と協働して、当法人でも就労システムを構築する。�障がい者の就労については、市内で障がい者の就労支援に携わるＮＰＯ法人ほっとステーションと連携する。２７年３月発表の滋賀県若年性認知症地域ケアモデル事業報告書によると、認知症患者と軽度知的障害の方が一緒に作業することで互いのできない部分を補い合うなど良好な関係が見られたとのことで、その方法に倣い共同作業をしてもらう予定。�また、引きこもり支援を行っている市の健康推進課と連携する。引きこもりは他の社会的弱者とは違い就労意欲が弱く、特別な配慮が必要になってくるが、引きこもり就労支援に関する市内の関係者のニーズは強い。市の社会福祉協議会が定期的に開催している「引きこもりカフェ」では２０～３０代の引きこもりとなっている若者が常時１０人ほど参加している。社会復帰の第一歩として、彼らに作業に従事してもらうべく関係機関と連携をしていく。





収穫作物は、法人の直売所や委託販売、契約栽培先への卸などがあるが、今後地域の給食センター等への卸も視野に入れている。また更なる販売ルート確保のため法人独自の商品の開発に着手する。レシピ開発は市内の割烹料理店「なとり」料理長に依頼する。施設の食品衛生許可取得済み。併せて、売れる商品ブランディングのため、地元のデザイナーと商品パッケージなどの開発に取り組む。


惣菜や幼児のおやつなどを開発し、家族に安全なものを食べさせたいが、忙しくて手が回らない現代の女性のニーズを満たせる商品を作る。作業は、地域で子供達への自然食の普及活動をしている任意団体「ごはん大すきにぎにぎの会」と協働で行う。実際に小さな子供たちがいる母親の意見を仰ぐことでより訴求力の高い商品を目指す。また彼女らの協力により、地域の育児期女性の集う場において、口コミでの周知を狙う。地域スーパーでの委託販売、またスマートフォンを経由して注文を取り付けるシステムも検討する。市内に近く開設する産後ケア施設「きずな」と離乳食の共同開発の話も進行中である。加工品では産地を見える化し、地域の子供が田畑や農への興味を持てるような工夫を凝らしたい。具体的には商品パッケージのＱＲコードから産地や加工の様子が見られるなどの導入も検討したい。子供に向けて田畑への興味を惹起し、育児期女性に子連れでも作業に参加できることをアピールし、農作業場に多様な人が集まる環境を作り上げていく。育児期女性の就労支援団体「長浜ママのはたらくを考える会」があり、情報の公開や作業請負募集などは協働で行う。


更なる商品ターゲットとしては地域の独居の高齢者などが挙げられる。調理の負担があまりかからないセットなどを用意し、食べる楽しみを維持してもらう。食欲の喪失は体力、意欲の低下につながるため介護予備軍となる可能性もあり、それを予防できる商品を開発したい。当法人デイサービスの利用者にも開発に協力してもらう。商品は地域のケアマネジャーを通じて周知する予定。商品は、自治会ごとに安否確認を兼ねて自宅への配送を考えている。


商品の流通、販売が軌道にのれば法人収益のみで活動を継続してくことが可能。








上記運営組織構成員の会議（運営委員会）は3ヵ月に一度を目途に開催する。作付収穫加工などの作業従事の際には当法人よりサポーターを若干名配置。作業者の補助と同時に、現場を見守り、出てきた課題を報告する。報告は運営責任者の川村に集約され、そこから各担当（高齢者・障がい者等にかかわるそれぞれの行政機関など）と共有される。それぞれの課題→対処→結果については担当枠を超えてすべて運営委員会で報告。構成員全員が全体を俯瞰できるよう努め、それぞれの立場から新しい課題解決案等につながる効果を狙う。





長浜市は県下で二番目の広さを持ち、当法人は市内南東部に属する。比較的人口が多く、助成活動へ向けて、官民の協力体制がとりやすい。同じ市内でも北部は過疎・高齢化率が高いが、この活動が軌道に乗れば、市内に数多ある耕作放棄地を活用し、構築されたシステムを応用して市内に広げることが可能。当活動への協力者の中にはすでに市内北部に活動拠点を置くメンバーもおり、活動を通じてノウハウや、それぞれの地域へ応用する場合の課題点などを互いに共有、検討していく。市内各地域ごとに完全自立したシステムづくりも可能だが、状況によっては運営指導、作物の集荷・加工、販売機能を、当法人が継続してかかわっていくことも考えている。
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